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財政運営持続化計画

令和7年（2025）2月 苫小牧市

ローリング版



１ 計画の取組について
財政運営持続化計画は、これまでの財政状況の推移を分析し、課題を踏まえた財政状況の見通しから、4つの財政秩序を定めています。

計画期間は、令和５年度から令和９年度までの５か年とし、毎年の見直し（ローリング）により直近の財政状況と見通しを示します。

４つの財政秩序と取組内容

社会経済情勢の変化に伴い見通しは変動していくことから、計画のローリングを行います。見直しを行うことにより、直近の財政状況と、
計画の取組状況を示し、将来を見据えたまちづくりに必須となる持続可能で安定した財政運営を目指します。

ローリングの内容

財政運営の目安
Ｒ７年度（２０２５年度）の当初予算値を反映
Ｒ８年度（２０２６年度）以降の見込みを反映

基金等残高の管理
Ｒ５年度（２０２３年度）の決算値を反映
Ｒ６年度（２０２４年度）以降の見込みを反映

財政指標の管理
Ｒ５年度（２０２３年度）の決算値を反映
Ｒ６年度（２０２４年度）は見込みを反映

地方債の影響管理
Ｒ５年度（２０２３年度）の決算値を反映
Ｒ６年度～Ｒ１２年度までの地方債事業を更新

２ ローリングについて
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１ 財政運営の目安 経常収支(注2)と財源対策の見通しを示す

２ 基金等残高の管理

財政調整基金(注3) ʷ目標額：20億円以上ʷ

備荒資金(注4) ʷ目標額：10億円以上ʷ

減債基金(注5) ʷ目標額：20億円以上ʷ

公共施設整備基金(注6) ʷ目標額：15億円以上ʷ

３ 財政指標の管理

経常収支比率(注7) ʷ目標管理ライン：90％以下ʷ

実質公債費比率(注8) ʷ目標管理ライン：10％以下ʷ

将来負担比率(注9) ʷ目標管理ライン：80％以下ʷ

４ 地方債(注1)の影響管理 借入上限額を示す R5：61億円、R6：76億円、R7：71億円、R8：41億円、R9：51億円（臨時財政対策債を除く）

注1_地方債、注2_経常収支、注3_財政調整基金、注4_備荒資金、注5_減債基金、注6_公共施設整備基金、
注7_経常収支比率、注8_実質公債費比率、注9_将来負担比率は、用語説明8ページを参照。



主要事業へ財源充当が可能な額の見通し （単位：百万円）

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

（2023年度） （2024年度） （2025年度） （2026年度） （2027年度）

（当初予算） （当初予算） （当初予算） （見込み） （見込み）

2,672 2,369 2,295 2,178 2,212

経常収入 66,585 67,927 70,152 71,136 71,657

経常支出 63,913 65,558 67,857 68,958 69,445

2,011 2,279 2,465 2,150 2,100

財政調整基金 1,417 1,665 1,566 1,100 1,050

減債基金 400 100 100 300 300

その他 194 514 799 750 750

4,683 4,648 4,760 4,328 4,312

区分

経常収支 A

財源対策 B

主要事業（一般財源）A+B

今後の財政運営の見通し

 経常収支

経常収支は、経常収入と経常支出の差で、政策的な事業となる主
要事業に要する一般財源(注10)となるものです。令和７年度以降の経
常収支は、扶助費(注11)・繰出金(注12)の増や、労務単価の増などに伴
い、減少傾向にあります。

 主要事業一般財源

主要事業に要する一般財源は、平成２７年度以降は公共施設の老
朽化対応により５０億円台となりましたが、令和元年度以降は４０
億円台で推移しています。

 財源対策

主要事業に要する一般財源について、経常収支で不足する財源は
基金等の活用により対策を行います。近年、財源対策が増加傾向に
あり、基金残高の減りが懸念され、不測の事態への備えが課題と
なっています。

３ 財政運営の目安

見通し
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一般会計の当初予算の推移と見通し

主要事業へ財源充当が可能な額の見通し

 主要事業への財源充当が可能な額の見通し

令和８年度以降の主要事業へ財源充当が可能な額の見通しは、今
後における経常収支の見込みや、計画期間中の目標残高を考慮した
基金等による財源対策の見通しにより積算しています。

ローリングによる見通し

当初予算の推移と見通し ： 支出の伸びが収入の伸びを上回
り、経常収支が全体的に悪化

主要事業一般財源 ： 計画策定時の財源を確保するた
め財源対策の規模を拡大

注10_一般財源、注11_扶助費、注12_繰出金は、用語説明8ページを参照。



基金等の推移

財政調整基金は、不測の事態への備えや、年度間の財源の不均
衡を調整するもので、決算剰余金(注13)や不用額の積立てなどによ
り残高を確保しています。

備荒資金は、災害時の備えとして積み立てるもので、これまで、
雪氷対策費の執行残の積立てなどにより残高が増加しています。

減債基金は、地方債償還の負担を軽減するための基金で、今後
の公債費の増加を見込み、不用額などの積立てによって、増加し
ています。

公共施設整備基金は、公共施設整備のための基金で、将来の施
設の老朽化等に対応するため、不用額などの積立てによって、増
加しています。

４ 基金等残高の管理

基金等残高の見通し
令和6年度 令和7年度

（2024年度）（2025年度）

年度末残高

見込み

取崩後残高

見込み

令和9年度（2027年度） 年度末残高 30.3億円

令和10年度(2028年度）    取崩後残高 20.3億円

備荒資金 10億円以上 11.6億円 10.6億円 令和9年度（2027年度） 年度末残高 10.6億円

減債基金 30億円以上 35.1億円 34.2億円 令和9年度（2027年度） 年度末残高 31.1億円

公共施設

整備基金
15億円以上 27.8億円 24.9億円 令和9年度（2027年度） 年度末残高 15.9億円

計画期間中の残高見通し

財政調整

基金
39.4億円 22.8億円

目標額

20億円以上

基金等残高の見通し

財政調整基金や備荒資金、減債基金、公共施設整備基金の主要
な基金等残高は、今後の取崩しと積立ての見込みから、全体とし
て減少していく見通しです。

このため、財政状況に余力が生じた場合は、計画で見込んでい
る基金等の積立ての見通しに関わらず、将来の財政需要に備えて、
基金等残高を確保していく必要があります。
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ローリングによる見通し

計画期間中の各基金等の残高は目標額以上を確保

Ｒ10年度以降の地方債償還額の大幅な増加が見込まれるため
将来への備えとして減債基金の目標額を引き上げ

目標額：２０億円以上 ⇒ ３０億円以上

注13_決算剰余金は、用語説明8ページを参照。

基金等の推移

基金等残高の見通し
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５ 財政指標の管理
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ローリングによる見通し

経常収支比率 【目標管理ライン９０％以下】
実質公債費比率【目標管理ライン１０％以下】
将来負担比率 【目標管理ライン８０％以下】

・３指標全て目標管理ライン以下で推移するが、地方債
借り入れ額増加の影響等により比率は悪化傾向にある

注14_道内同規模都市10市は、用語説明8ページを参照。

実績値 見込値 実績値 見込値

実績値 見込値実質公債費比率の推移

経常収支比率の推移 将来負担比率の推移



（ア）地方債の償還額

地方債を活用した事業について、Ｒ５年度（２０２３年
度）決算、Ｒ６年度（２０２４年度）借入の見込み、Ｒ７年
度（２０２５年度）当初予算の状況などを反映し、地方債の
将来推計のシミュレーションを行いました。

計画策定時と比べて、地方債を活用した事業が増加し、近
年の建設費や労務単価の上昇、金利の影響で地方債の借入額
と償還額が共に増加しています。

償還額の増加により財政状況が悪化し、事業に必要な財源
確保が難しくなるため、地方債を活用した事業規模の見直し
や事業廃止の検討と併せて、減債基金の積み立てによる財源
確保などの対策を講じます。

普通債等の借入上限 （単位：百万円）

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

（2023年度） （2024年度） （2025年度） （2026年度） （2027年度）

R6ローリング 6,176 8,224 8,090 5,263 5,766

計画策定時 6,176 7,627 7,146 4,173 5,141
上限額

６ 地方債の影響管理
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令和12年度約64億円

ローリングによる見通し

地方債償還額
・Ｒ１０年度（２０２８年度）以降の償還額が
５～７億円増加

・Ｒ１１～Ｒ１６年度（２０２９～２０３４年度）
は単年の償還額が６０億円を超える

・償還額のピークが計画策定時の５８億円から
６４億円へ増加

普通債等の借入上限
・Ｒ８～Ｒ９年度（２０２６～２０２７年度）の
借入上限額を計画策定時から引き上げ

Ｒ８ ： ４１億円 ⇒ ５３億円
Ｒ９ ： ５１億円 ⇒ ５８億円

普通債等の借入上限

R12
2030

普通債等の償還額の見通し
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（イ）地方債の⾧期推計と財政指標への影響
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7

ローリングによる見通し

地方債の⾧期推計
・Ｒ７～Ｒ１２年度（２０２５～２０３０年度）の地方

債発行額が増加することに伴い、全期間の地方債残高
が増加

実質公債費比率【目標管理ライン１０％以下】
将来負担比率 【目標管理ライン８０％以下】

・計画のローリング期間中において、目標管理ライン以
下で推移するが、Ｒ１０年度（２０２８年度）以降の
大幅な比率上昇が見込まれるため、借入額の抑制や基
金積立などの将来に対する備えが必要

地方債の⾧期推計（25年間）

実質公債費比率の見通し 将来負担比率の見通し



【用語説明】

注 1
「地方債」は、建設事業など適債性を有する事業の特定財源として行われる金銭の借入で、その返済が一会計年度を越えて行われるものです。赤字
地方債は認められていませんが、臨時財政対策債は地方交付税の代替として認められています。地方債は、普通債、災害復旧債、減税補てん債、臨
時財政対策債などに分類されます。「普通債」は通常の建設事業などの地方債で、その他は、建設事業以外の使途になります。

注 2 「経常収支」は、毎年、定例的に収入、支出のある「経常費」の経常収入と経常支出の差引です。経常費は毎年あるものですが、逆は「臨時費」と
呼ばれ、施設の整備工事などが対象となります。苫小牧市では臨時費を「主要事業」と呼んでいます。

注 3
「財政調整基金」は、年度によって生じる財源の不均衡を調整するために、剰余金や不用額から積立てを行うもので、自治体の貯金として捉えられ
ています。財政調整基金は標準財政規模は、総務省が平成29年度に行った全国調査で、 財政調整基金の積立ての考え方として「標準財政規模の一
定割合」と回答した市町村のうち「5%超～20%以下」とする回答が最も多い結果となっています。

注 4 「備荒資金」は、備荒資金組合により共同で資金の積立を行うもので、災害による減収の補填や、災害応急復旧事業その他災害に伴う費用に充てる
ための積立金です。積立は、普通納付と超過納付に分かれ、3億円以上が超過納付で、超過納付分は使途が自由に定めることができます。

注 5 「減債基金」は、地方債の償還のために必要な資金を積み立てるものです。

注 6 「公共施設整備基金」は、市民文化ホール整備など公共施設の更新のために平成25年度から積み立てられたものです。

注 7 「経常収支比率」は、経常的経費（人件費・扶助費・公債費等）に対して、地方税・地方交付税・地方譲与税といった経常一般財源収入がどの程度
充当されるかみることにより、財政構造の弾力性を判断するための指標です。この比率が高いほど財政構造の硬直化が進んでいることを示します。

注 8

「実質公債費比率」は、一般会計などが負担する公債費及び公債費に準じた経費の標準財政規模を基本とした額に対する比率であり、公債費による
財政負担の程度を表す指標です。この比率が高いほど、公債費の負担が大きいことを示します。この比率が、18％以上で、地方債の借入に総務大臣
などの許可が必要となります（地方財政法）。25％以上で、早期健全化団体として財政健全化計画の作成などが必要となります。35％以上で、財政
再生団体として国などが市政に関与することとなります。

注 9
「将来負担比率」は、一般会計などが将来負担する公債費及び公債費に準じた経費の標準財政規模を基本とした額に対する比率であり、将来の財政
負担の程度を表す指標です。この比率が高いほど、将来の財政負担が大きいことを示します。この比率が350％を超える場合、早期健全化団体とな
ります。

注 10 「一般財源」は、使い道に制限がなく自治体で自由に使える収入で、地方税や譲与税、地方交付税などです。「特定財源」は、使途が決まっている
財源で、国道支出金や地方債などです。臨時財政対策債は、地方債ですが、地方交付税の代替となるものであり一般財源としています。

注 11 「扶助費」は、生活保護費や児童手当、心身障害福祉費などで、生活困窮者や、子育て世帯、障がい者などの生活を支援するための支出です。

注 12 「繰出金」は、国の繰出基準に基づいて、一般会計が負担するべき支出について、負担している特別会計と企業会計へ繰出しするものです。繰出し
については、赤字補填のような繰出し基準外のものもあります。

注 13
「決算剰余金」は、歳入から歳出を差し引き残っているものです。「不用額」は、予算から歳入・歳出の執行を差し引きして残っているものです。
一般会計・特別会計の予算は歳入と歳出の総額が同額となるように編成されます。予算は不足が生じないように見込みますので、予算の仕組み上、
必ず、剰余金と不用額は生じるものです。剰余金は、翌年度予算で補正予算の財源や、翌々年度の予算編成の財源として活用しています。

注 14 「道内同規模都市10市」は、苫小牧市の人口を基準にプラス、マイナス10万人の範囲の人口が8万人から28万人の都市で、函館市、帯広市、釧路市、
江別市、北見市、小樽市、室蘭市、岩見沢市、千歳市、苫小牧市です。
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